
庁  議  案  件  Ｎｏ．１    

平成２７年 １月２１日  

所 管   市民人権局 市民生活部  

  

件  名 「堺市区民評議会条例（案）」について 

経 過・現状 

 

政 策 課 題 

【経過】 

・平成２６年５月～１１月  

庁内ワーキンググループ、副区長会議、市長調整監会議等で制度の検討 

・平成２６年１２月 

「（仮称）区民ボード（区民評議会）の基本的な考え方について」市民意見募集 

【現状・課題】 

○ 本市は、これまで地域まちづくり支援事業の実施や区民まちづくり会議の設

置、区役所機能強化など、都市内分権の推進、住民自治の促進に取り組んでき

た。 

○ これらの取組みにより、区民自らが区と協働で事業を実施するなど、区民参

加・区民協働という意識が高まっている。 

○ 今後は、「区民参加・区民協働」から「区民の行政への参画」へと共助のス

テージを拡大する必要がある。 

対 応 方 針 

 

今 後の取組 

（ 案 ） 

【対応方針】 

各区の特性に応じた具体的な施策等についての調査審議や課題解決の優先順

位について協議を行う区民評議会を各区に設置する。 

 

【主な内容】 

○ 役 割 

区域の課題解決に向けた行政の施策及び事業等について、市長からの諮問に応

じ、また区民評議会自らが調査審議を行う。 

○ 審議事項 

・区における施策、事業等に係る総合的な計画の策定及び改定に関する事項 

・区民の生活に密接な関係のある課題を解決するための施策・事業等の方向性

及び方針に関する事項 

・区域内における地域振興に係る補助金の交付対象となる事業の選定に関する

事項 

○ 委 員 

各区１５人以内（区域内において公益的な活動に従事する者、学識経験者、公

募委員など）、任期２年 

 

【今後のスケジュール（案）】 

平成２７年２月  条例案を平成２７年第１回市議会に提案 

平成２７年４月  条例施行（各区に区民評議会を設置） 

         公募委員募集 

平成２７年７月～ 区民評議会の開催 

効 果の想定 
一層の区役所機能強化と区民の行政への積極的な参画による一層の市民力の

向上を図ることで、本市の都市内分権を推進。 

関係局との 

政 策 連 携 
全局（答申内容により、施策等所管部局と協議・連携） 

 



堺市区民評議会条例（案） 

 

 （設置） 

第１条 区民とともに区域内の課題の解決を図ることに資するため、区ごとの特性に応じた施策、事業

等に係る総合的な計画、方向性等について調査審議等を行う附属機関（以下「区民評議会」という。）

として、別表左欄に掲げる区ごとにそれぞれ同表右欄に掲げる区民評議会を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 区民評議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議し、又は審査する。 

(1) 区における施策、事業等に係る総合的な計画の策定及び改定に関する事項 

(2) 区民の生活に密接な関係のある課題を解決するための施策、事業等の方向性及び方針に関する事

項 

(3) 区域内における地域振興に係る補助金の交付の対象となる事業の選定に関する事項 

(4) その他市長が必要と認める事項 

２ 区民評議会は、必要があると認めるときは、前項第１号及び第２号に掲げる事項について調査審議

し、市長に意見を具申することができる。 

 （組織等） 

第３条 区民評議会は、それぞれ委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 区域内において公益的な活動に従事する者 

(2) 学識経験者 

(3) 公募に応じた者 

(4) その他市長が適当と認める者 

３ 市長は、前項の規定による委員の委嘱に当たっては、多様な意見が適切に反映されるものとなるよ

う委員の構成について配慮しなければならない。 

 （任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 （特別委員） 

第５条 市長は、特別の事項を調査審議させるため必要があると認めるときは、区民評議会にそれぞれ

特別委員を置くことができる。 

２ 特別委員は、学識経験者その他市長が適当と認める者のうちから、市長が委嘱する。 

３ 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときに、解嘱されたものとする。 

 （会長及び副会長） 

第６条 区民評議会にそれぞれ会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 会長は、その属する区民評議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第７条 区民評議会の会議は、必要に応じてそれぞれ会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 区民評議会は、委員（議事に関係のある特別委員を含む。以下この条において同じ。）の過半数が

出席しなければ、会議を開くことができない。 



３ 区民評議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 第２条第１項第３号に規定する事項を審査する場合において、委員が次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該委員は、当該事項に係る議事に加わることができない。 

(1) 審査の対象となる事業の実施主体である団体に属する者であるとき。 

(2) 前号に掲げるときのほか、公平性又は中立性の確保において支障を生じさせるおそれがあると区

民評議会が認めるとき。 

 （関係者の出席） 

第８条 会長は、必要があると認めるときは、区民評議会の議事に関係のある者の出席を求め、その意

見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 （専門部会） 

第９条 区民評議会は、専門的な事項を調査審議させ、又は審査させるため必要があると認めるときは、

専門部会を置くことができる。 

 （調査審議結果等の取扱い） 

第１０条 市長は、区民評議会が調査審議し、若しくは審査した結果又は具申した意見を踏まえ、必要

があると認めるときは、適切な措置を講じるよう努めるものとする。 

 （委任） 

第１１条 この条例に定めるもののほか、区民評議会の組織及び運営について必要な事項は、規則で定

める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行後及び委員の任期満了後最初に行われる区民評議会の会議の招集は、第７条第１項

の規定にかかわらず、市長が行う。 

 

 

別表（第１条関係） 

堺区 堺市堺区区民評議会 

中区 堺市中区区民評議会 

東区 堺市東区区民評議会 

西区 堺市西区区民評議会 

南区 堺市南区区民評議会 

北区 堺市北区区民評議会 

美原区 堺市美原区区民評議会 

 


